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（１） 実施計画の趣旨

第４次行財政改革大綱に掲げた基本目標・基本方針・推進項目のもと、この行財政改革実

施計画において具体的な取組項目を設定し、目標の達成に向けて取り組んでまいります。

（２） 推進体制

(1) 行政改革推進本部（庁内推進組織）

「本巣市行政改革推進本部」により、本大綱と行財政改革実施計画の進捗状況を調

査・点検し、改革目標の達成に向けた進行管理を行います。

(2) 行政改革推進委員会（識見を有する者 10 人以内）

行財政改革の進捗状況を「本巣市行政改革推進委員会」へ定期的に報告し、意見を

伺いながら、市政に反映していきます。

(3) 職員

全職員が一丸となって行財政改革に対する共通認識を持ち、改革目標の達成に取り

組みます。

（３） 計画期間

「第４次本巣市行財政改革大綱実施計画」の計画期間は、令和４年度から令和８年度ま

での５年間とします。

（４） 計画の基本方針・推進項目

「第４次本巣市行財政改革大綱実施計画」は、「第４次本巣市行財政改革対大綱」に位置付

けられた４つの基本方針とそれぞれの推進項目について、計画期間内に本市が取り組むべき

具体的な事項を定めるものとします。

１ 実施計画の基本事項
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（５） 体系図

基本目標 基本方針 推進項目

▶ (１) 計画的な財政運営の推進

▶ (２) 安定した自主財源の確保

▶ (３) 特別会計・公営企業等の経営健全化の推進

▶ (１) 市民の利便性の向上

▶ (２) 市民にわかりやすい情報の提供

▶ (３) デジタル化の推進

▶ (４) 公共施設等マネジメントの推進

▶ (５) 広域行政の推進

▶ (６) 民間経営手法の導入

▶ (７) 事務事業の検証と改善

▶ (８) 補助金等の適正化

▶ (１) 市民との協働によるまちづくり

▶ (２) 事業者等との連携によるまちづくり

▶ (１) 職員の意識改革と人材育成の推進

▶ (２) 働き方改革の推進

▶ Ⅰ 未来につなげる
財政運営

▶ Ⅲ 協働と連携に
よるまちづくり

▶
Ⅳ 人材育成と
多様な働き方

未
来
に
つ
な
げ
る
持
続
可
能
な
行
財
政
運
営

▶
Ⅱ 時代の変化に

対応した
行政運営
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推進項目 取組項目 担当課
整理

番号

(1)計画的な財政運営の推進

1 長期的な財政計画の策定 企画財政課 1

2 財政指標の維持 企画財政課 2

3 基金の計画的な運用 企画財政課 3

(2)安定した自主財源の確保

1 有料広告事業の拡充 秘書広報課 4

2 使用料等の見直し
全庁

（企画財政課）
5

3 市税の収納率向上 税務課 6

4 新たな納付方法の拡充
全庁

（税務課）
7

5 市有財産の有効活用 総務課 8

6 ふるさと応援寄附金事業の推進 企画財政課 9

7 クラウドファンディングの推進 企画財政課 10

8 企業誘致の推進 産業経済課 11

(3)特別会計・公営企業等の経営

健全化の推進

1 国民健康保険事業の健全な運営 市民課 12

2 診療所事業の経営改善
市民課

（診療所）
13

3 下水道事業の公営企業化 上下水道課 14

4 健康診断等受診率の向上 健康増進課 15

２ 具体的な取り組み事項

Ⅰ 未来につなげる財政運営
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推進項目 取組項目 担当課
整理

番号

(1)市民の利便性の向上

1 行政手続のオンライン化の推進 総務課 16

2 マイナンバーカードの普及促進 市民課 17

3 オープンデータの利用推進 総務課 18

(2)市民にわかりやすい情報の

提供

1 様々な媒体を活用した情報発信 秘書広報課 19

2 災害情報等の提供 総務課 20

(3)デジタル化の推進

1 ICT の積極的な利活用 総務課 21

2 小中学校ＩＣＴ活用事業の推進 学校教育課 22

3 庁内文書の電子化の推進 総務課 23

4 ペーパーレス会議の推進
全庁

（総務課）
24

(4)公共施設等マネジメントの

推進

1 公共施設等総合管理計画の推進 総務課 25

2 橋梁長寿命化修繕計画の推進 建設課 26

3 道路照明の LED 化の推進 建設課 27

4 適正な文書管理の推進 総務課 28

(5)広域行政の推進

1 広域連携事業の推進
全庁

（企画財政課）
29

2 広域消防体制の維持・推進 総務課 30

Ⅱ 時代の変化に対応した行政運営
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推進項目 取組項目 担当課
整理

番号

(6)民間経営手法の導入

1 指定管理者制度の活用 総務課 31

2 指定管理施設のサービスレベルの向上
指定管理施設所

管課（総務課）
32

3 業務の民間委託の推進
全庁

（企画財政課）
33

4 窓口業務の民間委託

企画財政課

（税務課・

市民課）

34

5 PPP／PFI の推進
全庁

（企画財政課）
35

6 サウンディング型市場調査の活用
全庁

（総務課）
36

7 PA 周辺公園への民間経営手法の導入 都市計画課 37

(7)事務事業の検証と改善

1
外部評価制度による事務事業の効果検

証
企画財政課 38

2 イベント事業の見直し

企画財政課（産業経

済課・社会教育課・

総務産業課）

39

3 水鳥住宅管理事業の見直し 都市計画課 40

4 長寿祝金支給の見直し 福祉敬愛課 41

5 ねたきり老人等介護者慰労金の見直し 福祉敬愛課 42

6 敬老事業の見直し 福祉敬愛課 43

7 障害者（児）見舞金の見直し 福祉敬愛課 44

8
紙おむつ購入費助成事業の見直し

（高齢者）
福祉敬愛課 45

9
紙おむつ購入費助成事業の見直し

（障がい者）
福祉敬愛課 46

10 外出支援事業の見直し 福祉敬愛課 47

11
重層的支援体制整備事業の実施

（包括的相談支援体制の整備）
福祉敬愛課 48

(8)補助金の適正化

1 定期的な補助金等の見直し 企画財政課 49

2 日本住宅協会加入継続の見直し 都市計画課 50
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推進項目 取組項目 担当課
整理

番号

(1)市民との協働によるまちづ

くり

1 市民協働の推進 企画財政課 51

2 パブリックコメント制度の周知と充実
全庁

（企画財政課）
52

3 審議会等における女性登用の推進
全庁

（企画財政課）
53

4 通学路点検・整備事業の推進
総務課・建設

課・学校教育課
54

(2)事業者等との連携によるま

ちづくり
1 大学や企業等との連携・協働の推進

全庁

（企画財政課）
55

推進項目 取組項目 担当課
整理

番号

(1)職員の意識改革と人材育成

の推進

1 職員提案制度の活用 秘書広報課 56

2 各種職員研修の実施 秘書広報課 57

3 人事評価制度の推進 秘書広報課 58

(2)働き方改革の推進

1 簡素かつ効果的な組織体制の構築 秘書広報課 59

2
組織体制の整備

（債権収納担当課の一元化）
秘書広報課 60

3 適正な定員管理の実施 秘書広報課 61

4 女性職員の活躍促進 秘書広報課 62

5 ワーク・ライフ・バランスの推進 秘書広報課 63

Ⅲ 協働と連携によるまちづくり

Ⅳ 人材育成と多様な働き方
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第 4 次本巣市行財政改革大綱実施計画（令和４年度～令和８年度）の実施による財政的な効果目標は、下表のとおり計画期間５年間で、概ね 2億

2,900 万円を見込みます。

(単位：千円）

体系番号 整理番号 取組項目 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 計

Ⅰ-（２）-１ 4 有料広告事業の拡充 10 10 10 10 10 50

Ⅰ-（２）-３ 6 市税の収納率向上 16,900 16,900 17,000 17,000 17,000 84,800

Ⅰ-（２）-６ 9 ふるさと応援寄附金事業の推進 0 10,000 20,000 30,000 40,000 100,000

Ⅰ-（３）-１ 12 国民健康保険事業の健全な運営 600 1,200 1,800 2,400 3,000 9,000

Ⅰ-（３）-２ 13 診療所事業の経営改善 3,199 3,103 3,010 2,920 2,832 15,064

Ⅱ-（７）-４ 41 長寿祝い金支給の見直し 3,870 3,870

Ⅱ-（７）-５ 42 ねたきり老人等介護者慰労金の見直し 6,144 6,144

Ⅱ-（７）-７ 44 障害者（児）見舞金の見直し 3,144 3,144

Ⅱ-（７）-８ 45
紙おむつ購入費助成事業の見直し

（高齢者）
5,624 5,624

Ⅱ-（７）-９ 46

紙おむつ購入費助成事業の見直し

（障がい者） 852 852

３ 財政的な効果目標
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Ⅱ-（８）-２ 50 日本住宅協会 加入継続の見直し 18 18

計 20,709 50,865 41,820 52,330 62,842 228,566


